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は じ め に 

 

近年、全国的に人口減少や少子高齢化の進展、さらには、 

居住形態の多様化など、社会全体の環境が大きく変化する 

中、空き家の増加が大きな社会問題となっています。 

こうした背景から、空家等がもたらす問題に総合的に対 

応するため、平成２７年５月に「空家等対策の推進に関す 

る特別措置法」が全面施行され、空家等の所有者等の責務 

を明確化するとともに、市の責務として、空家等に関する 

対策の実施や必要な措置を講じるよう努めることなどが定 

められました。 

本市では、５年毎に実施される住宅・土地統計調査において、平成２５年に

１１．３％であった空き家率が、平成３０年には１４．４％に増加しており、

今後、更なる空家等の増加が懸念され、地域住民の生活環境に悪影響を及ぼす

管理不適切な空家等がもたらす課題の深刻化が指摘されています。 

こうしたことから、空家等に関する総合的かつ計画的な対策を所有者をはじ

め、様々な関係者が、それぞれの役割を認識しながら進めていくための指針と

して、この度「光市空家等対策計画」を策定しました。 

今後は、本計画に沿って空家等の発生抑制や適切な管理、利活用の促進、さ

らには管理不適切な空家等の解消などの空家等対策を推進し、光市総合計画の

基本目標の１つである「安全・安心に包まれて人が心ゆたかに暮らすまち」を

目指してまいりますのでご理解とご協力をお願い申し上げます。 

終わりに、本計画の策定にあたり、貴重なご意見、ご提言をいただいた「光

市空家等対策協議会」の委員の皆様をはじめ、ご協力いただいた関係各位に心

から感謝申し上げます。 

 

 令和４年３月 

                  直筆に変更（横書きの中央） 

 

光 市 長

は じ め に
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第１章 計画の趣旨 

１ 計画策定の背景  

全国的に、昭和 30 年代以降多くの住宅が建設されてきましたが、少子高齢化

による人口減少などにより、空家等が増加し大きな社会問題となっています。 

また、こうした空家等の中には、管理不適切な空家等も多くあり、防災、防犯、

衛生、景観などの面で、地域住民の生活環境に深刻な悪影響を及ぼしていること

が顕在化するようになり、早急な対策が求められています。 

このため、国は平成 27 年５月に「空家等対策の推進に関する特別措置法」（以

下「法」という。）を全面施行し、国や地方自治体、空家等の所有者又は管理者

（以下「所有者等」という。）の責務を明示し、この法律に基づき全国で空家等

対策を進めているところです。 

このような状況を踏まえ、本市もさらなる空家等対策に取り組むため、基本的

な方向性や具体的な施策を示すものとして、「光市空家等対策計画」を策定しま

す。 

 

 
【本計画における「空家等」と「空き家」の使い分けについて】 
 
●空家等 

法第２条第１項に定める空家等を示し、居住その他の使用がされていないこ 
とが常態であるものなどを指します。（３頁参照） 
 

●空き家 
居住その他の使用がされていない建物を示す場合や、事業名等に使用します。 
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３ 計画の対象 

(１) 対象とする地域 
本計画は、市内全域を対象とします。なお、空家等実態調査の市内分布状況

では、空き家が点在していることから、重点的に対策すべき地域の設定は行い

ません。 

 

(２) 対象とする空家等 
本計画の対象とする空家等は、法第２条第１項に規定される「空家等」及び

同条２項に規定される「特定空家等」とし、住宅に限らず店舗、事務所など全

ての建築物等を対象とします。 

なお、本市の実態調査の結果や空家等に関する相談などの状況から、一戸建

住宅に対する取組を重点的に進めていきます。 

 

「空家等」（法第２条第１項） 

 

空家等とは、建築物又はこれに附属する工作物であって居住その他の 

  使用がなされていないことが常態であるもの及びその敷地（立木その他 

の土地に定着する物を含む。）をいう。ただし、国又は地方公共団体が 

所有し、又は管理するものは除く。 

 

建築物・附属工作物               敷  地 

（住宅、店舗、門、塀等）            （立木等） 

      
 ※「空家等」の定義である「居住その他の使用がなされていないことが常態であるもの」とは、国の基本指針の中 

で「概ね年間を通して建築物等の使用実績がないことは１つの基準になると考えられる。」とされており、本市 

においてもこの考え方を採用しています。 

  ※共同住宅のような集合住宅に関しては、建築物一棟内の住戸すべてが空室になった場合に、「空家等」の対象と 

なります。 

 

特定空家等」（法第２条第２項） 

  

特定空家等とは、空家等のうち以下の状態にあると認められるものをいう。 

①そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態  

②そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれのある状態  

③適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態 

④その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切であ 

る状態 
 ※本市では国が示す「特定空家等」に対する措置に関する指針を踏まえ、独自に判断基準を定めています。 
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４ 計画期間 

本計画の期間は、令和４年度から令和８年度までの５年間とします。 

ただし、計画期間中であっても、必要に応じて適宜計画の見直しを行います。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度
(2022年度) (2023年度) (2024年度) (2025年度) (2026年度) (2027年度) (2028年度)

次期
計画策定

計画年度

光市空家等
対策計画

次期計画

適宜見直し

計画期間
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第２章 空家等の現状と課題 

１ 空き家の現状 

ここでは、総務省が実施した「平成30年住宅・土地統計調査」の結果をもとに、

全国及び山口県の現状を紹介したうえで、本市の空き家の現状について整理し

ます。 

なお、本文及び同表の数値は、単位未満の位で四捨五入しているため総数と内

訳の合計は必ずしも一致しません。 

 

(１) 全国の空き家の現状  
ア 総住宅数及び総世帯数 

平成30年10月１日現在における全国の総住宅数は約6,241万戸、総世帯

数は約5,400万世帯となっており、平成25年と比べ、総住宅数は約178万戸

（2.9%）増、総世帯数は約155万世帯（3.0%）増となっています。 

総住宅数と総世帯数の推移の比較では、昭和38年までは総世帯数が総 

住宅数を上回っていましたが、昭和43年に逆転し、その後は総住宅数が総

世帯数を上回っています。１世帯当たりの住宅数も上昇傾向にあります

が、近年はその傾向が緩やかになってきており、平成30年は1.16戸で平成

25年と同水準となっている状況です。 

 

全国における総住宅数及び総世帯数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※世帯数には、親の家に同居する子供世帯と住宅以外の建物に居住（Ｈ30年：約39万世帯）を含みます。 
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２ 空家等実態調査 

本市では、今後の空家等対策を総合的かつ計画的に実施するにあたり、市内全

域の空き家の所在や状態を把握するため、令和元年度に空家等実態調査を行い

ました。 

 

(１) 調査の概要 
ア 調査対象 

市内全域の一戸建住宅、長屋建て、共同住宅、店舗・事務所等（公共施

設除く）の建物 

 

イ 調査期間 

令和元年７月１日～令和２年２月 28 日 

 

ウ 調査方法 

調査対象建物を敷地外からの外観目視により調査 

 

エ 調査内容        

空き家の特定、老朽度・危険度ランク付けを行い、周囲に及ぼす危険度

判定などを実施 

 
※敷地外からの外観調査のため、実際に人が住まれていたり倉庫として居住以外の目的で使用されていても

空き家として判断されている場合があります。 

 

(２) 調査結果 
ア 総建物数と空き家数及び空き家率 

・総建物数  32,895 戸 

・空き家数   1,142 戸 

・空き家率      3.5％ 

 
※住宅・土地統計調査の空き家数は、住宅を対象とし市内一部の調査区域の結果をもとに、推定値を算出し

ているなど、調査方法が異なることから、空家等実態調査の空き家数とは乖離しています。 
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第３章 空家等対策に関する基本的な方針 

１ 基本理念 

法第３条には、所有者等は、空家等の適切な管理に努めるものとされており、

その管理責任が明記されています。しかしながら、所有者等が、経済的な事情な

どから本来自ら行うべき管理を十分に行うことができずに、周辺の生活環境に

悪影響を及ぼしている空家等が増加しています。 

そこで、空家等の問題を地域社会全体の問題と捉え、「自助（所有者等の責務）」、

「共助（地域住民、事業者などの協力）」及び「公助（行政の支援）」の観点から、

所有者等、地域住民、事業者、市などの多様な主体が協働して対策を講じ、官民

連携により取り組んでいくことを空家等対策の基本理念とします。 

 

２ 基本方針 

基本理念の実現のために、以下の３つの基本方針を掲げ、建築物等の状態に

応じた空家等対策の取組を進めます。  

 

○○基基本本方方針針ⅠⅠ  空空家家等等のの発発生生抑抑制制及及びび適適切切なな管管理理のの促促進進  

空家等対策を推進する上で、建築物等ができる限り新たな空家等とならない

よう発生を抑制することが重要です。 

そのため、空家等がもたらす問題の情報発信や適切な管理の必要性を助言す

るなど、管理意識の醸成を図ります。 

○○基基本本方方針針ⅡⅡ  空空家家等等のの利利活活用用のの促促進進    

利活用可能な空家等は地域の資源として捉え、移住・定住の促進や地域の活

性化につなげることができます。 

そのため、不動産関係団体と連携し市場への流通を図るなど、空家等の利活

用に向けた取組を促進します。 

○○基基本本方方針針ⅢⅢ  著著ししくく管管理理不不適適切切なな空空家家等等のの解解消消  

周辺の生活環境に著しく悪影響を及ぼしている管理不適切な空家等につい

ては、所有者等への働きかけや法に基づく「特定空家等」の認定・措置などを

行い、問題解決を図ります。 

また、道路や隣地に危険が及ぶ可能性のある場合や、敷地内の環境悪化が深
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刻な状況にある場合には、関係機関と連携し問題解決に取り組みます。 

 

３ 各主体の責務と役割 

(１) 所有者等の責務  
法第３条では、「空家等の所有者等は、周辺の生活環境に悪影響を及ぼさな

いよう、空家等の適切な管理に努めるものとする。」とされており、空家等の

適切な管理は、第一義的には当該空家等の所有者等が自らの責任において行わ

れることが大前提であることから、所有者等は、責任を持って適切な管理を行

うことが求められます。 

 

(２) 市の責務  
法第４条では、「空家等対策計画の作成及びこれに基づく空家等に関する対

策の実施その他の空家等に関する必要な措置を適切に講ずるよう努めるもの

とする」とされており、本計画に基づき、空家等対策を推進していくことが求

められます。 

 

(３) 地域住民の役割  
地域住民は、悪影響を及ぼす空家等の発生を防ぐために、住民同士が日頃か

ら情報交換できるような地域コミュニティの形成に努めるとともに、特定空家

等と認められる空家等があるときは、市にその情報を提供することが求められ

ます。 

 

(４) 関係団体の役割  
空家等に関する問題は多岐にわたり、専門的な知識を必要とすることから、

空家等対策に関係する不動産、建築、法務などの関係団体は、市と連携し、所

有者等や地域住民からの相談対応などが求められます。 
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第４章 空家等対策の推進 

１ 空家等対策の取組の方向性 

本市の空家等の課題を踏まえて掲げた基本理念及び基本方針に基づく対策を

進めるため、今後の取組の方向性について以下のとおり整理します。 

 

○○基基本本方方針針ⅠⅠ  空空家家等等のの発発生生抑抑制制及及びび適適切切なな管管理理のの促促進進 

■取組の方向性  

Ⅰ－１ 空家等の発生抑制  

(１)所有者等への意識啓発・情報発信 

Ⅰ－２ 空家等の適切な管理の促進 

(１)所有者等への管理意識啓発・相談対応 

(２)所有者等による適切な管理の促進 

  

○○基基本本方方針針ⅡⅡ  空空家家等等のの利利活活用用のの促促進進  

■取組の方向性  

Ⅱ－１ 空家等の流通・利活用の促進  

(１)良質なストックの利活用及び中古住宅等の流通促進 

(２)市外からの移住・定住の促進 

 

○○基基本本方方針針ⅢⅢ  著著ししくく管管理理不不適適切切なな空空家家等等のの解解消消  

■取組の方向性  

Ⅲ－１ 管理不適切な空家等の解消  

(１)適切な管理に向けた対応及び支援の実施 

(２)特定空家等への措置 

Ⅲ－２ 跡地の利活用の促進  

(１)跡地の利活用の促進 
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○○基基本本方方針針ⅠⅠ  空空家家等等のの発発生生抑抑制制及及びび適適切切なな管管理理のの促促進進              

Ⅰ-１ 空家等の発生抑制 

空家等を放置すると防災、衛生及び景観などにおいて、安全で安心な市民生活

に悪影響を及ぼす可能性があることから、建築物等を使用中の段階から、広く市

民に問題意識を醸成し、新たな空家等を発生させないことが必要です。 

また、空家等が発生し放置される要因として、建築物の相続や登記が適切に行

われないことや、所有者等が明確でないことなどの理由があります。 

このため、現に使用中の建築物等の所有者等に向けた、空家等の発生を抑制す

る取組を促進します。 

 

(１) 所有者等への意識啓発・情報発信 

空家等になる前に、建物の所有者等に適切な維持や利活用の必要性を啓発す

るため、以下の取組を実施します。 

 

≪具体的な取組≫ 

①空家等がもたらす問題の情報発信 

建築物の所有者等に対して、空家等を発生させない意識の醸成や理解の増

進を図るため、ホームページへの掲載やチラシの配布などで、空家等に関す

る問題の情報発信を行います。 

 

②相続登記の促進や維持管理の意識啓発 

相続登記が適切に行われないことで、所有者等の特定が困難となり、その

ことが長期の空き家化を招く要因のひとつになっています。そうした事態を

防ぐため、ホームページへの掲載やチラシの配布などで、相続登記の促進や

維持管理の必要性などの意識啓発を行います。 

 

③空き家化予防制度の紹介 

住宅は定期的に修繕や施設改善をすることにより、安全快適なものとして

その価値を高めることができます。このため、現在使用している住宅に、長

期にわたり住み続けられるよう、長寿命化を図り定住を促すとともに、将来

住まなくなった場合でも、スムーズに利活用できるよう耐震診断及び改修、

省エネ生活普及促進などに関する事業をホームページなどで紹介します。 

○基本方針Ⅰ　空家等の発生抑制及び適切な管理の促進○基本方針Ⅰ　空家等の発生抑制及び適切な管理の促進
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                                                                                         出典：国土交通省  

Ⅰ-２ 空家等の適切な管理の促進 

本来、空家等の適切な管理は、第一義的な責任は所有者等にありますが、「所

者等としての管理意識が低い」「空家等の利活用を考えているが、情報の入手先

や相談先がわからない」「遠方在住のため定期的な管理が難しい」ことなどが要

因で空家等が放置されることから、これらの問題を解消し、空家等の適切な管理

の促進に努めます。 

 

(１) 所有者等への管理意識啓発・相談対応 

空家等は、適切な管理が行われていれば直ちに問題とはならないことから、

所有者等へ管理意識の啓発や相談対応などを行い、空家等の適切な管理を促す

以下の取組を実施します。 

≪具体的な取組≫ 

①管理責任についての情報発信 

空家等を適切に管理しないことで周辺に被害が発生した場合、所有者等は、

民法第717条による損害賠償責任を負う可能性があるため、ホームページな

どで管理責任についての情報発信を行います。 

住宅の長寿命化の取組のイメージ（木造戸建住宅）
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②相談体制の構築 

空家等の適切な管理を行うにあたり、空家等の相続や売却、賃貸、維持管

理のことなど幅広い観点からの検討が必要なことから、不動産や建築などの

分野の関係団体と連携し、所有者等の相談内容に応じた窓口を紹介します。 

 

③法律相談会などの開催 

   空家等の所有者等が抱える諸問題に対応するため、県と連携し、専門家に

よる法律相談会などを開催します。 

 

(２) 所有者等による適切な管理の促進 

建築物等の状態や環境面など何らかの問題がある空家等については、その状

態を改善し特定空家等となることを防ぐため、以下の取組を実施します。 

 

≪具体的な取組≫ 

①適切な管理に向けた助言 

所有者等の責任において空家等の適切な管理を促進するため、個々の状況

に応じて助言を行います。 

 

  ②維持管理団体の情報提供 

所有者等の諸事情により、自らが空家等の管理を十分に行えない場合、所

有者等が行うべき適切な管理を代行する維持管理団体の情報提供をします。 
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○○基基本本方方針針ⅡⅡ  空空家家等等のの利利活活用用のの促促進進                          

Ⅱ-１ 空家等の流通・利活用の促進 

空家等を有効な地域資源と捉え、継続利用が可能な状態にすることで市場に

流通させ、住み替えや移住・定住の促進、快適に住み続けられる生活環境の確

保に資する取組を行います。 

また、関係団体や地域と連携し、空家等の利活用を促進します。 

 

(１) 良質なストックの利活用及び中古住宅等の流通促進 

空家等の中には有効活用可能な物件もあることから、リノベーションやリフ

ォームによる賃貸の普及、中古住宅等としての市場流通促進を図ることで、地

域の活性化やまちの魅力向上につなげることができるため、以下の取組を実施

します。 

 

≪具体的な取組≫ 

①利活用に向けた支援策の検討 

利活用希望者に有効活用してもらえるよう、空家等の利活用に対する国 

や県の支援事業を活用した支援策を検討します。 

 

②空き店舗の利活用の促進 

「事業所設置奨励金制度」を通して中小企業者の空き店舗の取得を支援 

するとともに、必要に応じて関係者の紹介や調整など、空き店舗への事業者

の誘致に努めます。 

 

③不動産関係団体との連携 

空家等の所有者等や中古住宅等の取得希望者のニーズに応じた物件情報

を共有するなど、不動産関係団体と連携して中古住宅の市場流通を目指しま

す。 

 

④地域における空き家の利活用 

 空き家を地域住民の活動拠点として利用するなど、地域が主体となって取

り組むことが空き家の解消に有効であることから、地域との協働による空き

家を利活用した交流拠点づくりなどの取組を促進します。 

○基本方針Ⅱ　空家等の利活用の促進○基本方針Ⅱ　空家等の利活用の促進
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(２) 市外からの移住・定住の促進 

空き家の有効活用策の一つである空き家情報バンク制度により、市外からの

移住・定住を促進するため、以下の取組を実施します。 

 

≪具体的な取組≫ 

①光市空き家情報バンク制度の周知 

光市空き家情報バンク制度について、ホームページなどを活用し、登録物

件の情報発信やチラシの配布などによる周知に努めます。 

 

②中山間地域の活性化を目的とした事業展開 

人口減少・高齢化・過疎化が著しい中山間地域などの活性化を目的として、

光市空き家情報バンク制度による「空き家改修等助成事業」や、地域コミュ

ニティによる「空き家掘起し事業」の取組など、中山間地域における空き家

の利活用を促進する事業を展開します。 
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○○基基本本方方針針ⅢⅢ  著著ししくく管管理理不不適適切切なな空空家家等等のの解解消消              

Ⅲ-１ 管理不適切な空家等の解消 

市民の安全・安心な暮らしを守るために、周辺の生活環境に悪影響を及ぼして

いる管理不適切な空家等は、早期の問題解決を図る必要があります。 

このため、所有者等へ個々の状況に応じた助言や情報提供などを行い状況の

改善を促していくとともに、周辺への深刻な悪影響を及ぼす特定空家等に対し

ては、法に基づく措置を行います。 

 

(１) 適切な管理に向けた対応及び支援の実施 

所有者等に対して適切な維持管理の働きかけを行うとともに、関係法令に基

づく措置の実施や自主的な除却を促す以下の取組を実施します。 

 

≪具体的な取組≫ 

①管理不適切な空家等の所有者等に対する助言 

管理不適切な空家等の所有者等に対し、周辺の生活環境の保全を図るため

の改善依頼や、必要な措置についての助言をします。 

また、除却についての相談は、業者に関する情報提供を行います。 

 

②関係機関との連携による対応 

空家等がもたらす問題に対しては、空家法以外にも建築基準法、道路法、

消防法、廃棄物処理法、災害対策基本法など、それぞれの法律の目的の範囲

で必要な措置を講じることが可能なことから、関係機関との連携による対応

を行います。 

 

③除却に対する補助の実施 

倒壊などの危険性がある空き家であっても、それらは個人の財産であり所

有者等が責任を持って対応しなければなりませんが、中には経済的な理由で

除却が困難な所有者等もいます。そのため、所有者等による自発的な空き家

の除却を促すことを目的に、一定の条件を満たす危険空き家の除却に要する

費用の一部に対する補助を行います。 

 

 

○基本方針Ⅲ　著しく管理不適切な空家等の解消○基本方針Ⅲ　著しく管理不適切な空家等の解消
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④税制上の特例措置などの周知 

空家等の発生を抑制するための税制上の特例措置などについて周知しま 

す。 

 

(２) 特定空家等への措置 

空家等からの悪影響が周辺に及び深刻で危険な状態にあるときは、「特定空

家等」として、法に基づく以下の取組を実施します。 

 

≪具体的な取組≫ 

①危険な空家等の実態把握 

特定空家等と考えられる危険な空家等が発生した場合には、速やかな改  

善が求められることから、実態を把握し所有者等の確知を行います。 

 

②立入調査の実施 

改善依頼や助言を行っても改善が見られない場合は、周辺への悪影響の 

程度や危険性などを十分勘案したうえで、法第９条第２項に基づき、空家等

への立入調査を実施します。 

 

③特定空家等の認定 

特定空家等の認定については、光市特定空家等の認定基準に基づき総合 

的かつ慎重に判定し、光市空家等対策協議会で協議を経て認定します。 

 

④法に基づく措置 

ア 助言・指導 

特定空家等の所有者等に対して、「除却」、「修繕」、「立木などの伐採」、

「その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置」をとるよう、

助言又は指導します。 

 

イ 勧告 

前項の規定による助言又は指導を行ったにも関わらず、なお、当該特

定空家等の状態が改善されないと認めるときは、当該助言又は指導を

受けた者に対し、相当の猶予期限を付けて必要な措置をとることを勧

告します。 

なお、この勧告がなされた場合、当該特定空家等に係る土地について、
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固定資産税及び都市計画税の住宅用地の特例から適用除外されます。 

 

ウ 命令 

勧告を受けた者が正当な理由なく、勧告に係る措置をとらなかった

場合において、特に必要があると認めるときは、相当の猶予期間を付け

て、その勧告に係る措置をとることを命じます。 

 

エ 代執行 

必要な措置を命じた場合において、その措置を命ぜられた者が必要

な措置を履行しないとき、履行しても十分でないとき、又は履行しても

期限までに完了する見込みがないときは、行政代執行法の定めるとこ

ろに従い、所有者等の代わりに当該空家等の除却など、必要な措置を講

じます。 

なお、その措置に要した費用については、当該所有者等に請求します。 

 

オ 略式代執行 

不動産登記簿情報、住民票情報、固定資産税課税情報などを活用し所

有者等の特定に努めたが、助言又は指導、勧告、命令すべき者の氏名及

び住所を過失なく確知できない場合については、除却などの略式代執

行を行います。 

 
※「エ 代執行」及び「オ 略式代執行」については、費用回収の困難なこと、自ら除
却する人との公平性の確保、モラルハザード（行政が対応してくれることを前提とし
た自らの管理責任の放棄）などの課題もあることから、緊急性や公益性を十分に勘案
しながら対応することとします。 
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Ⅲ-２ 跡地の利活用の促進  

除却後の跡地を利活用せずにそのまま放置されることで、地域の賑わいの衰

退だけでなく草木の繁茂、ごみの不法投棄など、周辺の生活環境に悪影響を及ぼ

すことも想定されます。そのため、跡地の利活用の促進に努めます。 

  

(１) 跡地の利活用の促進 

除却後の跡地に関して、不動産関係団体との連携による市場流通や、地域の

活性化につながる資源として利活用するため、以下の取組を実施します。 

 

≪具体的な取組≫ 

①不動産関係団体と連携した取組の検討 

除却後の跡地を市場流通させるため、不動産関係団体と連携した取組を検

討します。 

 

②駐車場や地域菜園などへの利活用の助言 

除却後に市場流通が困難な跡地は、周辺施設の駐車場や地域菜園などへの

利活用について、所有者等へ助言を行います。 
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参参考考資資料料                                                

 

■ 空家等対策の推進に関する特別措置法 

 

■ 光市空家等の適切な管理に関する条例 

 

■ 光市空家等対策の推進に関する特別措置法施行細則 

 

■ 光市空家等対策協議会規則 

 

■ 光市空家等対策庁内連携会議設置要領 
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■ 空家等対策の推進に関する特別措置法 

平成二十六年法律第百二十七号 

 

（目的） 

第一条 この法律は、適切な管理が行われていない空家等が防災、衛生、景観等

の地域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼしていることに鑑み、地域住民の生

命、身体又は財産を保護するとともに、その生活環境の保全を図り、あわせて

空家等の活用を促進するため、空家等に関する施策に関し、国による基本指針

の策定、市町村（特別区を含む。第十条第二項を除き、以下同じ。）による空

家等対策計画の作成その他の空家等に関する施策を推進するために必要な事項

を定めることにより、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もっ

て公共の福祉の増進と地域の振興に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において「空家等」とは、建築物又はこれに附属する工作物で

あって居住その他の使用がなされていないことが常態であるもの及びその敷地

（立木その他の土地に定着する物を含む。）をいう。ただし、国又は地方公共

団体が所有し、又は管理するものを除く。 

２ この法律において「特定空家等」とは、そのまま放置すれば倒壊等著しく保

安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状

態、適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態そ

の他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態にあ

ると認められる空家等をいう。 

（空家等の所有者等の責務） 

第三条 空家等の所有者又は管理者（以下「所有者等」という。）は、周辺の生

活環境に悪影響を及ぼさないよう、空家等の適切な管理に努めるものとする。 

（市町村の責務） 

第四条 市町村は、第六条第一項に規定する空家等対策計画の作成及びこれに基

づく空家等に関する対策の実施その他の空家等に関する必要な措置を適切に講

ずるよう努めるものとする。 

（基本指針） 

第五条 国土交通大臣及び総務大臣は、空家等に関する施策を総合的かつ計画的

に実施するための基本的な指針（以下「基本指針」という。）を定めるものと

する。 

２ 基本指針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 空家等に関する施策の実施に関する基本的な事項 

二 次条第一項に規定する空家等対策計画に関する事項 
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三 その他空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するために必要な事項 

３ 国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更しようとす

るときは、あらかじめ、関係行政機関の長に協議するものとする。 

４ 国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更したとき

は、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

（空家等対策計画） 

第六条 市町村は、その区域内で空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施

するため、基本指針に即して、空家等に関する対策についての計画（以下「空

家等対策計画」という。）を定めることができる。 

２ 空家等対策計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 空家等に関する対策の対象とする地区及び対象とする空家等の種類その他の

空家等に関する対策に関する基本的な方針 

二 計画期間 

三 空家等の調査に関する事項 

四 所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項 

五 空家等及び除却した空家等に係る跡地（以下「空家等の跡地」という。）の

活用の促進に関する事項 

六 特定空家等に対する措置（第十四条第一項の規定による助言若しくは指導、

同条第二項の規定による勧告、同条第三項の規定による命令又は同条第九項若

しくは第十項の規定による代執行をいう。以下同じ。）その他の特定空家等へ

の対処に関する事項 

七 住民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項 

八 空家等に関する対策の実施体制に関する事項 

九 その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項 

３ 市町村は、空家等対策計画を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、

これを公表しなければならない。 

４ 市町村は、都道府県知事に対し、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施

に関し、情報の提供、技術的な助言その他必要な援助を求めることができる。 

（協議会） 

第七条 市町村は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関する協議を行

うための協議会（以下この条において「協議会」という。）を組織することが

できる。 

２ 協議会は、市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。）のほか、地域住

民、市町村の議会の議員、法務、不動産、建築、福祉、文化等に関する学識経

験者その他の市町村長が必要と認める者をもって構成する。 
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３ 前二項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が定

める。 

（都道府県による援助） 

第八条 都道府県知事は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施その他空家

等に関しこの法律に基づき市町村が講ずる措置について、当該市町村に対する

情報の提供及び技術的な助言、市町村相互間の連絡調整その他必要な援助を行

うよう努めなければならない。 

（立入調査等） 

第九条 市町村長は、当該市町村の区域内にある空家等の所在及び当該空家等の

所有者等を把握するための調査その他空家等に関しこの法律の施行のために必

要な調査を行うことができる。 

２ 市町村長は、第十四条第一項から第三項までの規定の施行に必要な限度にお

いて、当該職員又はその委任した者に、空家等と認められる場所に立ち入って

調査をさせることができる。 

３ 市町村長は、前項の規定により当該職員又はその委任した者を空家等と認め

られる場所に立ち入らせようとするときは、その五日前までに、当該空家等の

所有者等にその旨を通知しなければならない。ただし、当該所有者等に対し通

知することが困難であるときは、この限りでない。 

４ 第二項の規定により空家等と認められる場所に立ち入ろうとする者は、その

身分を示す証明書を携帯し、関係者の請求があったときは、これを提示しなけ

ればならない。 

５ 第二項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと

解釈してはならない。 

（空家等の所有者等に関する情報の利用等） 

第十条 市町村長は、固定資産税の課税その他の事務のために利用する目的で保

有する情報であって氏名その他の空家等の所有者等に関するものについては、

この法律の施行のために必要な限度において、その保有に当たって特定された

利用の目的以外の目的のために内部で利用することができる。 

２ 都知事は、固定資産税の課税その他の事務で市町村が処理するものとされて

いるもののうち特別区の存する区域においては都が処理するものとされている

もののために利用する目的で都が保有する情報であって、特別区の区域内にあ

る空家等の所有者等に関するものについて、当該特別区の区長から提供を求め

られたときは、この法律の施行のために必要な限度において、速やかに当該情

報の提供を行うものとする。 
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３ 前項に定めるもののほか、市町村長は、この法律の施行のために必要がある

ときは、関係する地方公共団体の長その他の者に対して、空家等の所有者等の

把握に関し必要な情報の提供を求めることができる。 

（空家等に関するデータベースの整備等） 

第十一条 市町村は、空家等（建築物を販売し、又は賃貸する事業を行う者が販

売し、又は賃貸するために所有し、又は管理するもの（周辺の生活環境に悪影

響を及ぼさないよう適切に管理されているものに限る。）を除く。以下第十三

条までにおいて同じ。）に関するデータベースの整備その他空家等に関する正

確な情報を把握するために必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

（所有者等による空家等の適切な管理の促進） 

第十二条 市町村は、所有者等による空家等の適切な管理を促進するため、これ

らの者に対し、情報の提供、助言その他必要な援助を行うよう努めるものとす

る。 

（空家等及び空家等の跡地の活用等） 

第十三条 市町村は、空家等及び空家等の跡地（土地を販売し、又は賃貸する事

業を行う者が販売し、又は賃貸するために所有し、又は管理するものを除

く。）に関する情報の提供その他これらの活用のために必要な対策を講ずるよ

う努めるものとする。 

（特定空家等に対する措置） 

第十四条 市町村長は、特定空家等の所有者等に対し、当該特定空家等に関し、

除却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措

置（そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は

著しく衛生上有害となるおそれのある状態にない特定空家等については、建築

物の除却を除く。次項において同じ。）をとるよう助言又は指導をすることが

できる。 

２ 市町村長は、前項の規定による助言又は指導をした場合において、なお当該

特定空家等の状態が改善されないと認めるときは、当該助言又は指導を受けた

者に対し、相当の猶予期限を付けて、除却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の

生活環境の保全を図るために必要な措置をとることを勧告することができる。 

３ 市町村長は、前項の規定による勧告を受けた者が正当な理由がなくてその勧

告に係る措置をとらなかった場合において、特に必要があると認めるときは、

その者に対し、相当の猶予期限を付けて、その勧告に係る措置をとることを命

ずることができる。 

４ 市町村長は、前項の措置を命じようとする場合においては、あらかじめ、そ

の措置を命じようとする者に対し、その命じようとする措置及びその事由並び

に意見書の提出先及び提出期限を記載した通知書を交付して、その措置を命じ

－ 46 －



ようとする者又はその代理人に意見書及び自己に有利な証拠を提出する機会を

与えなければならない。 

５ 前項の通知書の交付を受けた者は、その交付を受けた日から五日以内に、市

町村長に対し、意見書の提出に代えて公開による意見の聴取を行うことを請求

することができる。 

６ 市町村長は、前項の規定による意見の聴取の請求があった場合においては、

第三項の措置を命じようとする者又はその代理人の出頭を求めて、公開による

意見の聴取を行わなければならない。 

７ 市町村長は、前項の規定による意見の聴取を行う場合においては、第三項の

規定によって命じようとする措置並びに意見の聴取の期日及び場所を、期日の

三日前までに、前項に規定する者に通知するとともに、これを公告しなければ

ならない。 

８ 第六項に規定する者は、意見の聴取に際して、証人を出席させ、かつ、自己

に有利な証拠を提出することができる。 

９ 市町村長は、第三項の規定により必要な措置を命じた場合において、その措

置を命ぜられた者がその措置を履行しないとき、履行しても十分でないとき又

は履行しても同項の期限までに完了する見込みがないときは、行政代執行法

（昭和二十三年法律第四十三号）の定めるところに従い、自ら義務者のなすべ

き行為をし、又は第三者をしてこれをさせることができる。 

10 第三項の規定により必要な措置を命じようとする場合において、過失がなく

てその措置を命ぜられるべき者を確知することができないとき（過失がなくて

第一項の助言若しくは指導又は第二項の勧告が行われるべき者を確知すること

ができないため第三項に定める手続により命令を行うことができないときを含

む。）は、市町村長は、その者の負担において、その措置を自ら行い、又はそ

の命じた者若しくは委任した者に行わせることができる。この場合において

は、相当の期限を定めて、その措置を行うべき旨及びその期限までにその措置

を行わないときは、市町村長又はその命じた者若しくは委任した者がその措置

を行うべき旨をあらかじめ公告しなければならない。 

11 市町村長は、第三項の規定による命令をした場合においては、標識の設置そ

の他国土交通省令・総務省令で定める方法により、その旨を公示しなければな

らない。 

12 前項の標識は、第三項の規定による命令に係る特定空家等に設置することが

できる。この場合においては、当該特定空家等の所有者等は、当該標識の設置

を拒み、又は妨げてはならない。 

13 第三項の規定による命令については、行政手続法（平成五年法律第八十八

号）第三章（第十二条及び第十四条を除く。）の規定は、適用しない。 
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14 国土交通大臣及び総務大臣は、特定空家等に対する措置に関し、その適切な

実施を図るために必要な指針を定めることができる。 

15 前各項に定めるもののほか、特定空家等に対する措置に関し必要な事項は、

国土交通省令・総務省令で定める。 

（財政上の措置及び税制上の措置等） 

第十五条 国及び都道府県は、市町村が行う空家等対策計画に基づく空家等に関

する対策の適切かつ円滑な実施に資するため、空家等に関する対策の実施に要

する費用に対する補助、地方交付税制度の拡充その他の必要な財政上の措置を

講ずるものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、前項に定めるもののほか、市町村が行う空家等対策

計画に基づく空家等に関する対策の適切かつ円滑な実施に資するため、必要な

税制上の措置その他の措置を講ずるものとする。 

（過料） 

第十六条 第十四条第三項の規定による市町村長の命令に違反した者は、五十万

円以下の過料に処する。 

２ 第九条第二項の規定による立入調査を拒み、妨げ、又は忌避した者は、二十

万円以下の過料に処する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定

める日から施行する。ただし、第九条第二項から第五項まで、第十四条及び第

十六条の規定は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で

定める日から施行する。 

（検討） 

２ 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法律の施行の

状況を勘案し、必要があると認めるときは、この法律の規定について検討を加

え、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 
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■ 光市空家等の適切な管理に関する条例 

                         平成２８年３月２８日 

条例第１５号 

改正 令和２年７月１日条例第３２号 

（趣旨） 

第１条 この条例は、空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第

１２７号。以下「法」という。）に定めるもののほか、空家等の適切な管理に

関し必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号

に定めるところによる。 

(１) 空家等 建築物又はこれに附属する工作物であって居住その他の使用が

なされていないことが常態であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定

着する物を含む。）をいう。ただし、国又は地方公共団体が所有し、又は管理

するものを除く。 

(２) 特定空家等 そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれ

のある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が行

われていないことにより著しく景観を損なっている状態その他周辺の生活環

境の保全を図るために放置することが不適切である状態にあると認められる

空家等をいう。 

(３) 市民等 市内に居住し、通勤し、通学し、又は滞在する者をいう。 

 （市民等の役割） 

第３条 市民等は、特定空家等と認められる空家等があると認めるときは、市に

その情報を提供するよう努めるものとする。 

 （空家等対策計画） 

第４条 市長は、法第６条第１項の規定に基づき、市の講ずる空家等に関する対

策を総合的かつ計画的に実施するため、光市空家等対策計画を定めるものと
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する。 

 （空家等対策協議会） 

第５条 市は、光市空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関するものの

ほか、市長が必要と認める事項に関する協議を行うため、法第７条第１項の規

定に基づき、光市空家等対策協議会（以下「協議会」という。）を設置する。 

２ 協議会は、委員１０人以内で組織する。 

３ 委員は、市長のほか、法第７条第２項に規定する者とし、市長が委嘱する。 

４ 委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。ただし、委員が欠けた場合にお

ける補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

５ 前各項に定めるもののほか、協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、規

則で定める。 

（関係機関との連携） 

第６条 市長は、必要があると認めるときは、市の区域を管轄する警察その他の

関係機関に必要な情報の提供、その他必要な協力を求めることができる。 

 （委任） 

第７条 この条例で定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市

長が別に定める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２８月４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正前の光市空き家等の適正管理に関する条例第４条の規

定により提供された情報及び第５条の規定による調査により収集した情報は、

法及び改正後の条例の施行に必要な範囲で収集した情報とみなし、なお利用

することができる。 

 （光市非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

３ 光市非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する条例（平成１６年光市条例第
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３６号）の一部を次のように改正する。 

  別表第１中「空き家等対策審議会委員」を「空家等対策審議会委員」に改め

る。 

（光市空家等対策審議会委員の委嘱に係る特例） 

４ この条例の施行の日以後最初に委嘱される審議会の委員（以下「新委員」と

いう。）は、第４条第３項の規定にかかわらず、この条例の施行の際現に光市

空き家等の適正管理に関する条例施行規則（平成２６年光市規則第１７号）第

１０条第２項の規定により委員として委嘱されている者をもって充てる。こ

の場合において、新委員の任期は、第４条第４項本文の規定にかかわらず、平

成２８年６月３０日までとする。 

附 則（令和２年光市条例第３２号） 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和２年７月１日から施行する。 

 （光市非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

２ 光市非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する条例（平成１６年光市条例第

３６号）の一部を次のように改正する。 

  別表第１中「空家等対策審議会委員」を「空家等対策協議会委員」に改める。 
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■ 光市空家等対策の推進に関する特別措置法施行細則 

平成 28 年 3 月 30 日 

規則第 38 号 

(趣旨) 

第 1 条 この規則は、空家等対策の推進に関する特別措置法(平成 26 年法律第

127 号。以下「法」という。)の施行に関し、法及び空家等対策の推進に関す

る特別措置法施行規則(平成 27 年総務省令・国土交通省令第 1号)に定めるも

ののほか、必要な事項を定めるものとする。 

(立入調査) 

第 2条 法第 9条第 3項の規定による通知は、立入調査実施通知書(様式第 1号)

により行うものとする。 

2 法第 9 条第 4 項の身分を示す証明書は、立入調査員証(様式第 2 号)とする。 

(指導) 

第 3 条 法第 14 条第 1項の規定による指導は、指導書(様式第 3号)により行う

ものとする。 

(勧告) 

第 4 条 法第 14 条第 2項の規定による勧告は、勧告書(様式第 4号)により行う

ものとする。 

(命令等) 

第 5 条 法第 14 条第 4項の通知書は、命令に係る事前の通知書(様式第 5号)と

する。 

2 法第 14 条第 3 項の規定による命令は、命令書(様式第 6 号)により行うもの

とする。 

3 法第 14 条第 11 項の標識は、標識(様式第 7号)とする。 

(行政代執行) 

第 6 条 法第 14 条第 9項の規定により行政代執行(以下「代執行」という。)を

行う場合における行政代執行法(昭和 23 年法律第 43 号)第 3 条第 1 項の規定
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による戒告は、戒告書(様式第 8号)により行うものとする。 

2 法第 14 条第 9 項の規定により代執行を行う場合における行政代執行法第 3

条第 2 項の規定による通知は、代執行令書(様式第 9 号)により行うものとす

る。 

3 法第 14 条第 9 項の規定により代執行を行う場合における行政代執行法第 4

条の執行責任者たる本人であることを示すべき証票は、執行責任者証(様式第

10 号)とする。 

(その他) 

第 7 条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この規則は、平成 28 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 31 年規則第 6号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(令和 3年規則第 5号) 
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■ 光市空家等対策協議会規則 

令和 2年 7月 1日 

規則第 32 号 

(趣旨) 

第 1 条 この規則は、光市空家等の適切な管理に関する条例(平成 28 年光市条

例第 15 号。以下「条例」という。)第 5条第 5項の規定に基づき、光市空家等

対策協議会(以下「協議会」という。)の組織及び運営に関し必要な事項を定め

るものとする。 

(用語) 

第 2 条 この規則において使用する用語は、空家等対策の推進に関する特別措

置法(平成 26 年法律第 127 号。以下「法」という。)及び条例で使用する用語

の例による。 

(所掌事項) 

第 3 条 協議会は、次の事項について協議するものとする。 

(1) 光市空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関すること。 

(2) 特定空家等に関することのうち次に掲げること。 

ア 空家等が特定空家等に該当するか否かの判断 

イ 特定空家等に対する措置の方針 

(3) 前 2 号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項に関すること。 

(会長及び副会長) 

第 4 条 協議会に会長及び副会長を置く。 

2 会長は、委員の互選によってこれを定め、副会長は、会長の指名によってこ

れを定める。 

3 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

4 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、

その職務を代理する。 

(会議) 
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第 5条 協議会の会議(以下「会議」という。)は、会長が招集する。ただし、会

長及びその職務を代理する者が存在しないときは、市長が招集する。 

2 会長は、会議の議長となる。 

3 会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。 

4 会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決

するところによる。 

5 会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者に対し、会議への出席を

求め、説明又は意見を聴くことができる。 

6 会議は、原則として非公開とする。ただし、協議会の決議により公開とする

ことができる。 

7 前各項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が会議

に諮って定める。 

(市長の職務代理) 

第 6 条 市長は、会議に出席できないときは、市長が指定する者をその職務を

代理する者として出席させることができる。 

(秘密の保持) 

第 7 条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた

後も、同様とする。 

(庶務) 

第 8 条 協議会の庶務は、市民部生活安全課において行う。 

(その他) 

第 9 条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

附 則 

(施行期日) 

1 この規則は、公布の日から施行する。 

(光市空家等対策審議会規則の廃止) 

2 光市空家等対策審議会規則(平成 28 年光市規則第 37 号)は、廃止する。 
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■ 光市空家等対策庁内連携会議設置要領 

令和 2年 7月 1日 

訓令第 16 号 

(設置) 

第 1 条 空家等対策の推進に関する特別措置法(平成 26 年法律第 127 号。以下

「法」という。)に基づき、空家等(光市空家等の適切な管理に関する条例(平

成 28 年光市条例第 15 号。以下「条例」という。)第 2条第 1号の空家等をい

う。以下同じ。)に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、光市空家

等対策庁内連携会議(以下「連携会議」という。)を設置する。 

(所掌事項) 

第 2条 連携会議は、次に掲げる事項について検討及び調整を行うものとする。 

(1) 空家等対策計画の作成及び変更に関すること。 

(2) 空家等対策に係る情報共有及び協力に関すること。 

(3) 空家等が特定空家等(条例第 2条第 2号の特定空家等をいう。以下同じ。)

に該当するか否かの判断、特定空家等に対する措置の方針等に関すること。 

(組織) 

第 3 条 連携会議は、別表に掲げる職にある者(以下「委員」という。)をもって

組織する。 

(会長等) 

第 4 条 会長は、市民部長の職にある者を、副会長は、市民部生活安全課長の職

にある者をもって充てる。 

2 会長は、会務を総理し、連携会議を代表する。 

3 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

(会議) 

第 5 条 連携会議は、会長が必要に応じて招集し、その議長となる。 

2 委員が連携会議に出席できないときは、当該委員が属する課内の職員の中か

ら当該委員が指名する者を代理委員として出席させることができる。 
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3 連携会議は、委員(代理委員を含む。第 5項において同じ。)の 3分の 2以上

の出席がなければ、これを開くことができない。 

4 会長が必要と認めるときは、委員以外の者を連携会議に出席させ、その者か

ら説明又は意見を聴くことができる。 

5 連携会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長

の決するところによる。 

(庶務) 

第 6 条 連携会議の庶務は、市民部生活安全課において行う。 

(その他) 

第 7 条 この訓令に定めるもののほか、連携会議の運営等について必要な事項

は、会長が別に定める。 

附 則 

この訓令は、令和 2年 7月 1日から施行する。 

別表(第 3条関係) 

市民部長 政策企画部企画調整課長 市民部税務課長 市民部収納対策課長 

市民部地域づくり推進課長 市民部生活安全課長 環境部環境事業課長 経

済部商工観光課長 建設部監理課長 建設部建築住宅課長 建設部都市政策

課長 光地区消防組合予防課長 
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